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1	会計監査人の名称
PwCあらた有限責任監査法人

2	当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
百万円

⑴当社が支払うべき報酬等の額 96
⑵当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 189

（注）	 1.	 �当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を
区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、上記⑴の金額には、これらの合計金額を記載しております。

	 2.	 �上記の金額には、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務である、情報開示に関する助言・指導に対する報酬等を含んでおります。
	 3.	 �当社の重要な子会社のうち日野モータース マニュファクチャリング タイランド株式会社、日野モータース マニュファクチャリング 

U.S.A.株式会社および日野モータース マニュファクチャリング インドネシア株式会社は、当社の会計監査人以外の監査法人（外国における	
当該資格に相当する資格を有するものを含む。）の監査（会社法または金融商品取引法（これらの法律に相当する法令を含む。）の規定に
よるものに限る。）を受けております。

3	会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由
監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、

社内関係部署から必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、過年度の会計監査人の職務遂行状況ならびに
監査報酬の推移、また当事業年度の会計監査人の監査計画の内容および報酬見積の妥当性を確認し、検討
した結果、会計監査人の報酬等の額につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

4	会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当すると認められる場合、監査役

全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。また、監査役会は、会計監査人の適格性および独立性
を害する理由等の発生により、適正な監査の遂行が困難であると認められる場合など必要があると判断した
場合、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

5	責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人との間では、責任限定契約を締結しておりません。

会計監査人の状況
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当社は、上記体制につき取締役会において、以下の基本方針により整備することを決議いたしました。
当社は、以下の基本方針に基づき、業務の適正を確保するための体制整備を行う。
当社は「HINO基本理念」および「日野行動指針」に基づき、子会社を含めて健全な企業風土を醸成する。
「HINO 基本理念」における会社の使命の実現に向け、ステークホルダーの信頼を得て、持続的成長と
企業価値の向上を図っていく。企業価値を高めるために、コーポレート・ガバナンスのさらなる強化が
重要と認識し、取締役会運営の改善を不断に図っていく。実際の業務執行の場においては、業務プロセス
の中に問題発見と改善の仕組みを組み込むとともに、それを実践する人材の育成に不断の努力を払っていく。

⑴取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
①　�取締役は法令、定款、「HINO 基本理念」および「日野行動指針」等に則って行動する。
②　�業務分掌、社内規程に基づき、取締役会および組織横断的な各種会議体で総合的に検討したうえで

意思決定を行い、取締役間の相互牽制を図る。
③　�業務の適法性、妥当性、効率性については、社内規程に基づく内部監査を実施し、その結果やリスク
管理状況を確認し必要な改善を図るとともに、適時適正な情報開示を行う。

以上の認識を基に、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため、法務省令
規定の以下の業務の適正を確保するための体制を整備する。

⑵取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報は、関係規程ならびに法令に基づき、各担当部署に適切に保存および

管理させる。

⑶損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　�事業や投資に関わるリスクは、社内規程に従って、取締役会・経営会議等の組織横断的な各種会議体
において全社的に管理するとともに、領域長が担当領域については管理する。

②　�安全、品質、環境等、その他リスクについてはリスク管理規程に基づき、コンプライアンス・リスク
管理委員会等が全社的な体制について審議決定し、主管部署の領域長がリスク項目ごとに管理する。
リスクが顕在化したときはリスク管理規程に基づき、被害を極小化するための適切な措置を講ずる。

業務の適正を確保するための体制
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⑷取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　�中長期の経営方針および年度毎の会社方針を基に、組織の各段階で方針を具体化し、一貫した方針

管理を行う。
②　�取締役会および取締役が、経営の立場から執行側との連携をとりながら経営方針に基づいて副社長、
専務役員、常務役員を指揮監督するとともに、領域長に各領域における執行の権限を与えて機動的な
意思決定を行う。

⑸使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
①　�従業員に対し、「HINO 基本理念」および「日野行動指針」の周知徹底を図る。
②　�業務執行が、社内規程に基づき取締役会、重要事項決裁その他の方法に従って実施されるよう徹底

する。
③　�各組織の業務分掌を明確化するとともに継続的な改善を図る土壌を維持する。
④　�法令遵守の仕組みとしてリスク管理規程を含めた社内規程とコンプライアンス・リスク管理委員会
等を設け、国内外の企業倫理、コンプライアンスに関する重要課題と対応について適切に審議する。

⑤　�HINOコンプライアンス相談窓口等の設置を行い、法令遵守ならびに企業倫理に関する情報の早期
把握および解決を図る。また、内部通報者に対しては不利益がないよう保護を図る。

⑹株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
グループ共通の行動憲章として、親会社であるトヨタ自動車株式会社のトヨタ基本理念やトヨタ行動

指針を踏まえた「HINO基本理念」や「日野行動指針」を子会社に展開し、グループの健全な業務の
適正確保の環境の醸成を図る。人的交流を通じて「HINO基本理念」や「日野行動指針」の浸透も図る。
①　�子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関する体制
　　�「関係会社管理規則」および関連規則を定め、当社における子会社の主管部署は定期および随時の
情報交換を通じて、当社子会社の業務の適正性と適法性を確認する。グループ経営上の重要事項に
ついては当社の取締役会等において審議する。

②　�子会社の損失の危険の管理に関する規程、その他の体制
　　�子会社に対して、当社のリスク管理に関する規程に基づきリスク管理体制を整え、当社における

子会社の主管部署はリスク情報を収集・評価したうえで、重大なリスクについては担当部署が
速やかに対策を検討し、その状況を当社のしかるべき会議体等にて審議する。

③　�子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　�子会社の取締役に対して、経営方針、年度事業計画を作成させ、定期的な報告を求めるとともに、
関係会社管理規則に基づいた権限規定、業務分掌等の社内規程を定め、それらに基づく適切な権限
委譲を行い、業務が効率的に行われるようにすることを求める。
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④　�子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　�　子会社に対して、コンプライアンスに関わる体制の整備および内部通報窓口の設置を求める。
また、国内子会社については当社が外部の通報窓口等を設置する。子会社のコンプライアンスの状況に
ついて、各種監査等定期的な点検を行い、コンプライアンス・リスク管理委員会等に報告する。子会社
のコンプライアンス担当者を対象とした研修会等を適宜開催する等、サポートを実施する。

⑺�監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制、当該
使用人の取締役からの独立性に関する体制および当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に
関する体制
監査役の職務を補助すべき適切な人数のスタッフを置く。その人事については、事前に監査役会または

監査役会の定める常勤監査役の同意を得る。

⑻�監査役への報告に関する体制および当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱い
を受けないことを確保する体制
①　�取締役は主な業務執行について担当部署を通じて適宜適切に監査役に報告するほか、当社または
子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは直ちに監査役に報告する。

②　�取締役、副社長、専務役員、常務役員およびその他使用人は、監査役の求めに応じ、定期的にまた
随時監査役に事業の報告をする。

③　�取締役、副社長、専務役員、常務役員およびその他使用人、または子会社の取締役、監査役もしくは
使用人は、監査役の求めに応じ、定期的にまた随時に、子会社の事業に関する報告を行う。

④　�監査役への報告をした者について、当該報告をしたことを理由として、不利な取扱いを受けることは
ない旨を定めた規定を整備し、取締役、副社長、専務役員、常務役員およびその他使用人に周知徹底
する。

⑼監査役の職務執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査役の職務の執行に必要となる費用については、監査役が必要と考える金額を適正に予算措置する

とともに、予算措置時に想定し得ない事由のために必要となった費用についても、当社が負担する。

⑽その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
主要な役員会議体には監査役の出席を得るとともに、監査役による重要書類の閲覧、会計監査人との

定期的および随時の情報交換の機会等を確保する。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
⑴内部統制システム全般
当社においては、取締役会における経営の監督、ならびに取締役会（1回／月）、経営会議（2回／月）

その他組織横断的な各種会議体で総合的に検討した上で意思決定すること、および業務の適法性、妥当性、
効率性について内部監査部が社内規程に基づき内部監査を実施することを内部統制システムの基本と
しております。また、子会社を含めて健全な企業風土を醸成するため、経営陣および従業員の心構え・
行動指針を明確にした「日野行動指針」を制定しており、従前より取り組んでまいりました子会社の業務
の適正確保体制の整備についても、2015年5月1日施行の改正会社法に対応し、内部統制システムの基本
方針に明確化し、取り組んでおります。この基本方針に基づく体制整備状況については、常勤の取締役
による評価（1回／年）の実施を含め、継続的な改善を図っております。

⑵コンプライアンス・リスク管理
企業倫理の確立およびコンプライアンスの徹底のため、当社は常勤の取締役および監査役に加え、	

各本部長、副本部長、統括役員で構成される「コンプライアンス・リスク管理委員会」（2回／年度開催）
を設置しています。同委員会においては、企業倫理、コンプライアンスおよびリスク管理に関する重要
課題ならびにその対応について審議されるほか、当社グループのコンプライアンス活動や内部監査の	
状況等について報告がなされております。また、コンプライアンスに関する重要情報の早期把握のため、
当社における内部通報の仕組みとして社外弁護士を受付窓口とする「HINOコンプライアンス相談窓口」
を設置し、運用しております。
そして、リスクの事前予防および発生時の初動措置等を定めた社内規程を整備し、さらに各担当部署

による個別の統制活動に加え、「日野安全衛生・防災委員会」、「日野環境委員会」および「輸出取引	
管理委員会」（各2回／年度開催）等の諸活動を通じて、きめ細かな統制活動、リスク管理の強化を	
図っております。また、法令に沿った取締役会議事録等の保管を行うとともに、社内規程に則り重要事項
決裁書等を適切に保存し、閲覧できるよう管理しております。

⑶職務執行の効率性確保
中長期の経営方針および年度毎の会社方針等の重要事項は経営会議において審議の上、取締役会に	
おいて決定し、執行責任者会議において副社長、専務役員および常務役員と共有することとしております。
また、組織の各段階で方針を具体化する一貫した方針管理を行い、各領域において機動的な意思決定が
行われるよう権限規定、業務分掌等の社内規程を定めて職務執行の効率性を確保しております。当該事業
年度においては取締役会を12回、経営会議を26回、執行責任者会議を29回開催しております。
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⑷グループ管理体制
子会社の経営上の重要事項に関しては、「関係会社管理規則」に基づき業務執行の監督、監査を行っており、

重要な子会社には非常勤の取締役、監査役を派遣しております。また、行動指針や各種ガイドラインを
グループ会社へ提示し、体制構築・運用をしている他、業務の適正確保体制の整備に向け、子会社と	
意見交換を行っております。

⑸監査役監査の実効性確保
常勤監査役には全ての取締役会および経営会議、その他の重要な会議への出席により、適時適切に情報

を共有しております。また、担当部は内部監査状況および内部通報の運用状況を含む重要な業務の執行
状況について定期的に監査役に報告を行う他、重要事項決裁書の監査役への回付を行っております。	
各事業所、子会社は監査役の往査時等に必要な報告を行っております。監査役の職務を補助する独立した
スタッフを配置する他、監査役の職務の執行について生じる費用は円滑に支払われており、取締役と	
監査役、会計監査人と監査役が会合を持ち、意思疎通に努め、必要な情報交換を行うことで、当社の	
内部統制システムにおける監査の充実を図っております。
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■ 連結株主資本等変動計算書（自2018年4月1日　至2019年3月31日）
株主資本 その他の包括利益累計額

新株
予約権

非支配
株主
持分

純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益
剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

2018年4月1日 期首残高 72,717 66,244 337,998 △ 258 476,701 45,963 △ 80 2,318 △ 12,787 △ 9,749 25,664 21 50,461 552,848
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △ 16,647 △ 16,647 △ 16,647
親会社株主に
帰属する当期純利益 54,908 54,908 54,908

連結範囲の変動 △ 865 △ 865 △ 865
自己株式の取得 △ 1 △ 1 △ 1
自己株式の処分 31 43 75 75
土地再評価差額金の取崩 △ 4 △ 4 △ 4
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △ 3,063 15  6 4,650 1,208 2,818 △ 21 3,348 6,145

連結会計年度中の変動額合計 — 31 37,391 42 37,465 △ 3,063 15  6 4,650 1,208 2,818 △ 21 3,348 43,610
2019年3月31日 期末残高 72,717 66,275 375,389 △ 215 514,166 42,899 △ 64 2,325 △ 8,136 △ 8,540 28,482 — 53,809 596,459
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

連結株主資本等変動計算書
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［連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等］
１．連結の範囲に関する事項
⑴連結子会社の数………75社
連結子会社名

　（国内販売会社）
東京日野自動車㈱、大阪日野自動車㈱	 ほか　計26社

　（国内仕入先）
㈱ソーシン、㈱武部鉄工所	 ほか　計19社

　（海外会社）
日野モータース マニュファクチャリング タイランド㈱	ほか　計29社

　（その他）	 計 1 社

⑵非連結子会社の名称
日野モータース ベネズエラ㈱
非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ	

全体としても連結計算書類に重要な影響を与えていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
⑴持分法を適用した関連会社の数………15社
関連会社名

　（国内販売会社）
南九州日野自動車㈱	 ほか　計 4 社

　（国内仕入先）
ジェイ・バス㈱、澤藤電機㈱	 ほか　計 8 社

　（海外会社）
広汽日野自動車㈲	 ほか　計 2 社

　（その他）	 計 1 社

⑵持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称
日野モータース ベネズエラ㈱、高知県交通㈱、鈴江茨城㈱、木下工業㈱
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に	

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても連結計算書類に重要な影響を与えていないため、持分法の
適用から除外しております。

連結注記表
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３．連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項
連結の範囲の変更

　（連結子会社の増加）
　新規設立による増加（1社）
　　NEXT Logistics Japan㈱
　出資による新規連結子会社化（1社）
　　日野モータース セールス ベトナム㈲

　（連結子会社の減少）
　重要性の減少による除外（1社）
　　日野モータース ベネズエラ㈱

　（持分法適用会社の増加）
　新規設立による増加（1社）
　　MOBILOTS㈱

４．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち連結決算日が異なる会社

　（決算日）12月31日	 上海日野エンジン㈲
	 ㈱タケベ（タイランド）
	 日野モータース マニュファクチャリング コロンビア㈱
	 日野自動車（中国）㈲
	 日野モータース セールス ロシア㈲
	 日野モータース マニュファクチャリング メキシコ㈱
	 セルビコム㈲
	 日野ファイナンスインドネシア㈱
	 日野モータース フィリピン㈱
	 モーターモールNCR㈱
連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた	
重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

５．会計方針に関する事項
⑴有価証券の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的の債券　………………………………償却原価法（定額法）

9
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②　その他有価証券
　　・時価のあるもの　…………………………………�期末日の市場価格等に基づく時価法	 	

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定しております。）

　　・時価のないもの　…………………………………移動平均法による原価法

⑵デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ　……………………………………………時価法

⑶たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　・連結計算書類作成会社　…………………………�個別原価法及び移動平均法による原価法	 	

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価	
切下げの方法により算定しております。）

　　・国内連結子会社　…………………………………�個別原価法及び移動平均法による原価法	 	
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価	
切下げの方法により算定しております。）

　　・海外連結子会社　…………………………………主として移動平均法による低価法

⑷固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）
　　・建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具器具備品
　　　　　　　　　　　…………………………………�主として定率法（型・治具は定額法）	 	

なお、1998年4月1日以降取得の建物（建物
附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降
取得の建物附属設備及び構築物については、
定額法によります。

　　・貸与資産　…………………………………………契約期間に基づく定額法

②　無形固定資産（リース資産を除く）………………�定額法		
なお、ソフトウェアについては、利用可能期間に
基づく定額法によります。

③　リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　…………………………………�リース期間を耐用年数として、残存価額を零と

する定額法によります。
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⑸引当金の計上基準
①　貸倒引当金
　　�受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

②　賞与引当金
　　�連結子会社（ただし一部は除く）は従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計
年度負担分を計上しております。

③　役員賞与引当金
　　�役員賞与の支出に備えるため、役員賞与支給見込額のうち当連結会計年度負担分を計上しており

ます。

④　製品保証引当金
　　�保証書の約款に従い販売した製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、過去の
実績を基礎にして計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金
　　�国内連結子会社
　　　�役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上して

おります。

⑹ヘッジ会計については、原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約及び通貨
スワップ取引は振当処理の要件を満たしている場合は振当処理によっております。

⑺消費税等の会計処理方法は税抜方式によっております。

⑻当社及び一部の国内連結子会社は連結納税制度を適用しております。

⑼退職給付に係る負債の計上については、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における
見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10～16年）による
定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（1～18年）による定額法により、翌連結会計年度より費用処理することとして
おります。
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未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部に
おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

６．のれんの償却に関する事項
のれんは原則として発生年度より実質的判断による年数の見積りが可能なものはその見積り年数で、	
その他については5年間で均等償却しております。

［表示方法の変更に関する注記］
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）を当連結会計
年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債
の区分に表示する方法に変更しております。

［連結貸借対照表に関する注記］
１．担保資産及び担保付債務
⑴工場財団抵当に供しているもの
建物	 104	 百万円
土地	 53
その他有形固定資産	 0
　　計	 159

上記資産は下記債務の担保に供しております。
長期借入金	 83	 百万円
　　計	 83

⑵工場財団抵当以外に供しているもの
受取手形	 678	 百万円
建物	 1,729
土地	 2,296
その他	 9
　　計	 4,713

上記資産は下記債務の担保に供しております。
短期借入金	 922	 百万円
長期借入金	 26
　　計	 948

12
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２．有形固定資産の減価償却累計額
	 854,218	 百万円

３．保証債務
銀行借入金他に対し、債務保証を行っております。
オートローン	 90	 百万円
従業員の住宅資金借入金	 733
　　計	 824

４．債権流動化に伴う遡及義務額
	 570	 百万円

５．�当連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、
当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が当連結会計年度末残高に
含まれております。
受取手形	 2,104	 百万円
支払手形	 283

６．土地の再評価
一部の国内連結子会社は、「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）及び	

「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年3月31日公布法律第19号）に基づき、	
事業用の土地の再評価を行っております。この評価差額のうち、当該評価差額に係る繰延税金相当額を	
「土地再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」
として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法
�　一部の会社は「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条
第3号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法及び第5号に定める不動産	
鑑定士の鑑定評価によって算出しております。また、一部の会社は同第4号に定める地価税法第16条
に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて
公表した方法により算定した価額に、時点修正による補正等合理的調整を行って算定しております。

・再評価を行った年月日　………………………2002年3月31日
・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
　　　　　　　　　　　　………………………3,050百万円
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［連結損益計算書に関する注記］
特別損失（特別品質対策費）
当社は、大型トラックの12段機械式自動変速機の不具合について、国土交通省へ2016年4月7日に	
リコール届出及び、2016年4月8日にサービスキャンペーンの通知を行いました。2016年3月期において、
これに関して発生する費用73億59百万円を特別損失に「特別品質対策費」として計上しております。
本件につきまして、継続して市場措置を実施してまいりましたが、お客様の稼働を第一に考え、修理方法

の一部を部品交換からユニット交換に変更しております。当連結会計年度において、これに伴い発生する
追加費用39億47百万円を「特別品質対策費」として特別損失に計上しており、対応する債務を流動負債
の「未払金」に計上しております。

［連結株主資本等変動計算書に関する注記］
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
普通株式	 574,580,850株

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
2018年4月26日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。
①　配当金の総額	 8,609百万円
②　配当の原資	 利益剰余金
③　1株当たり配当額	 15円
④　基準日	 2018年3月31日
⑤　効力発生日	 2018年6月11日

2018年10月30日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。
①　配当金の総額	 8,037百万円
②　配当の原資	 利益剰余金
③　1株当たり配当額	 14円
④　基準日	 2018年9月30日
⑤　効力発生日	 2018年11月27日

３．当連結会計年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2019年4月25日開催の取締役会において、次のとおり決議を予定しております。
①　配当金の総額	 8,611百万円
②　配当の原資	 利益剰余金
③　1株当たり配当額	 15円
④　基準日	 2019年3月31日
⑤　効力発生日	 2019年6月3日
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［金融商品に関する注記］
１．金融商品の状況に関する事項
当社グループは、受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を
図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の
把握を行っております。
親会社及び金融機関等からの借入及びコマーシャルペーパーの発行により調達した資金の使途は、

運転資金及び設備投資資金であります。
また、為替変動リスクを軽減するために、一部の売掛金、買掛金、短期借入金、一年内返済予定の

長期借入金及び長期借入金については為替予約取引、通貨スワップ取引及び通貨オプション取引を実施
しております。なお、デリバティブ取引は内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2019年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に	
ついては、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 時価 差額

⑴現金及び預金 41,493 41,493 ―

⑵受取手形及び売掛金 354,001 354,001 ―

⑶リース債権 32,737 34,026 1,288

⑷投資有価証券 93,667 93,460 △206

⑸支払手形及び買掛金 282,434 282,434 ―

⑹短期借入金 195,348 195,348 ―

⑺一年内返済予定の長期借入金 6,264 6,264 ―

⑻未払金 22,227 22,227 ―

⑼未払法人税等 9,070 9,070 ―

⑽長期借入金 20,483 20,483 ―

⑾デリバティブ取引

　①ヘッジ会計が適用されているもの 617 617 ―

　②ヘッジ会計が適用されていないもの △3 △3 ―

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

⑴現金及び預金
�　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（単位：百万円）
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⑵受取手形及び売掛金
�　これらのほとんどが短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。なお、外貨建の売掛金の一部については、為替予約取引による振当処理により
固定された金額によって評価しております。

⑶リース債権
�　これらは一定の期間ごとに区分したリース債権ごとに、債権額を満期までの期間及び信用リスクを
加味した利率により割り引いた現在価値によって評価しております。

⑷投資有価証券
�　これらの時価のうち株式については、取引所の価格によっております。債券については、一定の
期間ごとに区分した債券の元利金の合計額を想定される利率で割引いて現在価値を算定しております。

⑸支払手形及び買掛金
�　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

⑹短期借入金
�　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

⑺一年内返済予定の長期借入金
�　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。なお、外貨建の一年内返済予定の長期借入金の一部については、通貨スワップ取引による
振当処理により固定された金額によって評価しております。

⑻未払金、並びに⑼未払法人税等
�　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

⑽長期借入金
�　変動金利によるものは短期間で市場金利を反映し、また、当社グループの信用状態は実行後大きく
異なっていないことから、時価は帳簿価額とほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によって
おります。なお、外貨建の長期借入金の一部については、通貨スワップ取引による振当処理により
固定された金額によって評価しております。
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⑾デリバティブ取引
�　為替予約取引及び通貨スワップ取引の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金、
一年内返済予定の長期借入金及び長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該科目
に含めて記載しております（上記⑵、⑺、⑽参照）。なお、予定取引に対する為替予約取引及び通貨
スワップ取引は、期末時点での取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
�　ヘッジ会計の要件を満たさない為替予約取引及び通貨オプション取引については、期末時点での
取引先金融機関等から提示された価格等に基づき、時価評価を行っております。

（注２）�非上場株式（連結貸借対照表計上額26,449百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、
時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑷投資有価証券」には含めておりません。

［1株当たり情報に関する注記］
１．1株当たり純資産額　……………945円42銭
２．1株当たり当期純利益金額………  95円66銭

［重要な後発事象に関する注記］
該当事項はありません。
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■ 株主資本等変動計算書（自2018年4月1日　至2019年3月31日） （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

新株
予約権

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金
自己
株式

株主
資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計資本

準備金
その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計固定資産

圧縮積立金
特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

2018年4月1日 期首残高 72,717 64,307 831 65,138 7,103 5,508 15 140,000 59,349 211,976 △ 226 349,605 35,111 △ 2 35,108 21 384,736
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 16,647 △ 16,647 △ 16,647 △ 16,647
固定資産圧縮積立金の取崩 △ 191 191
特別償却準備金の取崩 △ 7 7
当期純利益 38,788 38,788 38,788 38,788
自己株式の取得 △ 1 △ 1 △ 1
自己株式の処分 31 31 43 75 75
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △ 1,786 △ 2 △ 1,789 △ 21 △ 1,811

事業年度中の変動額合計 — — 31 31 — △ 191 △ 7 — 22,340 22,141 42 22,215 △ 1,786 △ 2 △ 1,789 △ 21 20,403
2019年3月31日 期末残高 72,717 64,307 862 65,169 7,103 5,316 8 140,000 81,689 234,117 △ 183 371,821 33,324 △ 5 33,318 — 405,139
（注）	 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書
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［重要な会計方針に係る事項に関する注記］
１．有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式 ……………………移動平均法による原価法
②　その他有価証券
　・時価のあるもの …………………………………�期末日の市場価格等に基づく時価法	 	

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定しております。）

　・時価のないもの …………………………………移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ …………………………………………時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法
①　製品、商品…………………………………………�個別原価法		

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定しております。）

②　原材料、仕掛品、貯蔵品…………………………�移動平均法による原価法	 	
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定しております。）

４．固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）
　・建物、構築物、機械装置、車両運搬具、工具器具備品
　　　　　　　　　…………………………………�定率法（型・治具は定額法）	 	

なお、1998年4月1日以降取得の建物（建物附属	
設備を除く）並びに2016年4月1日以降取得の建物
附属設備及び構築物については、定額法によります。

②　無形固定資産………………………………………�定額法	 	
なお、ソフトウェアについては、利用可能期間に	
基づく定額法によります。

③　リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　…………………………………�リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする

定額法によります。

個別注記表
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５．引当金の計上基準
①　貸倒引当金
　�受取手形、売掛金等債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金
　�役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

③　製品保証引当金
　�製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、保証書の約款及び法令等に従い、過去
の実績等を基礎にして計上しております。

④　退職給付引当金
　�従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。

　１）�退職給付見込額の期間帰属方法	 	
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

　２）�数理計算上の差異の費用処理方法	 	
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の	
年数（18年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理して	
おります。

６．�ヘッジ会計については、原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については、
振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

７．�退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類
におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

８．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております｡

９．連結納税制度を適用しております。
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［表示方法の変更に関する注記］
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）を当事業年度
の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の
区分に表示する方法に変更しております。

［貸借対照表に関する注記］
１．有形固定資産の減価償却累計額…………………………………579,810百万円

２．保証債務
　銀行借入金に対し、債務保証を行っております。
　　日野ファイナンスインドネシア㈱の銀行借入金……………  11,569百万円
　　従業員の住宅資金借入金………………………………………       730百万円

３．関係会社に対する金銭債権債務
　短期金銭債権………………………………………………………299,237百万円
　長期金銭債権………………………………………………………    3,688百万円
　短期金銭債務………………………………………………………190,977百万円

［損益計算書に関する注記］
１．関係会社との取引高
　営業取引
　　売上高……………………………………………………………987,756百万円
　　仕入高……………………………………………………………509,087百万円
　　その他の営業費用………………………………………………  75,721百万円
　営業取引以外の取引高……………………………………………115,533百万円

２．特別損失（特別品質対策費）
当社は、大型トラックの12段機械式自動変速機の不具合について、国土交通省へ2016年4月7日に	

リコール届出及び、2016年4月8日にサービスキャンペーンの通知を行いました。2016年3月期において、
これに関して発生する費用7,359百万円を特別損失に「特別品質対策費」として計上しております。
本件につきまして、継続して市場措置を実施してまいりましたが、お客様の稼働を第一に考え、修理

方法の一部を部品交換からユニット交換に変更しております。当事業年度において、これに伴い発生する
追加費用3,947百万円を「特別品質対策費」として特別損失に計上しており、対応する債務を流動負債
の「未払金」に計上しております。
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［株主資本等変動計算書に関する注記］
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 株 株 株 株
584,519 975 113,000 472,494

［税効果会計に関する注記］
繰延税金資産の発生の主な原因は、製品保証引当金及び退職給付引当金等であり、評価性引当額を控除

しております。繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金、固定資産圧縮積立金等で
あります。

［関連当事者との取引に関する注記］
１．親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の
名称

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

親会社 トヨタ
自動車㈱

直接
50.2％

間接
0.1％

乗用車の受託生産
小型トラックの
OEM供給当社への
役員の派遣等

製品の販売等 390,477 売掛金 18,650

部品の購入等 288,375 買掛金 28,015

短期資金の借入（純額） 36,477 短期借入金 118,489

長期資金の返済 8,532 長期借入金 —

一年内返済予定の長
期借入金 —

取引条件及び取引条件の決定方針等
①　�製品の販売等については、原材料の市場価格及び受託生産台数等を勘案して、毎期価格交渉の上
決定しております。

②　�部品の購入等については、一般的取引条件と同様に市場価格等を十分に勘案し、親会社と協議の
上、合理的な価格としております。

③　�資金借入時の利率については、市場金利を勘案して一般的取引と同様に決定しております。
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２．子会社及び関連会社等
種類 会社等の名称 議決権等の

所有割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 東京日野自動車㈱ 間接
100.0％

製品の販売
役員の兼任等 製品の販売等 78,712 売掛金 28,325

子会社 大阪日野自動車㈱ 間接
100.0％

製品の販売
役員の兼任等 製品の販売等 45,539 売掛金 12,704

子会社 九州日野自動車㈱ 間接
100.0％

製品の販売
役員の兼任等 製品の販売等 32,693 売掛金 9,198

子会社 横浜日野自動車㈱ 間接
100.0％

製品の販売
役員の兼任等 製品の販売等 26,919 売掛金 8,165

子会社 千葉日野自動車㈱ 間接
100.0％

製品の販売
役員の兼任等 製品の販売等 25,606 売掛金 11,046

子会社 北海道日野自動車㈱ 直接
100.0％

製品の販売
役員の兼任等 製品の販売等 24,835 売掛金 6,836

子会社 日野セールスサポート㈱ 直接
80.0％ 役員の兼任等 短期資金の貸付

（純額） 8,383 短期貸付金 50,618

子会社 日野モータースセールズ
インドネシア㈱

直接
40.0％

製品の販売
役員の兼任等

短期資金の貸付
（純額） 14,586 短期貸付金 14,586

子会社 日野モータースマニュファク	
チャリングU.S.A.㈱

直接
100.0％

製品の販売
役員の兼任等

短期資金の貸付
（純額） 7,104 短期貸付金 10,433

子会社 日野モータースマニュファク	
チャリングインドネシア㈱

直接
90.0％

製品の販売
役員の兼任等

短期資金の貸付
（純額） 4,860 短期貸付金 8,525

関連会社 ジェイ・バス㈱ 直接
50.0％

部品の購入
役員の兼任等 部品の購入等 52,674 買掛金 7,152

取引条件及び取引条件の決定方針等
①　製品の販売等については、市場における競争力・コスト等を勘案して決定しております。
②　資金貸付時の利率については、市場金利を勘案して一般的取引と同様に決定しております。

［1株当たり情報に関する注記］
１．1株当たり純資産額………………705円69銭
２．1株当たり当期純利益金額………  67円56銭

［重要な後発事象に関する注記］
該当事項はありません。

［連結配当規制適用会社に関する注記］
当社は連結配当規制の適用会社です。
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